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　　　　　　　　　  〃  　　　今　村　荒　男（府立成人病センター所長）
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　　　　　　　　理　　事　　川　俣　順　一（阪大微生物病研究所教授）
　　　　　　　　　  〃  　　　佐　治　敬　三（サントリー（株）社長）
　　　　　　　　　  〃  　　　千　田　信　行（府立成人病センター副所長）
　　　　　　　　　  〃  　　　弘　世　　　現（日本生命保険相互会社社長）
　　　　　　　　　  〃  　　　布　施　信　良（国立大阪病院名誉院長）
　　　　　　　　　  〃  　　　堀　田　庄　三（（株）住友銀行頭取）
　　　　　　　　　  〃  　　　三　浦　貴　士（阪大微生物病研究所助教授）
　　　　　　　　　  〃  　　　山　村　雄　一（阪大医学部教授）
　　　　　　　　　  〃  　　　吉　田　常　雄（阪大医学部教授）
　　　　　　　　監　　事　　飯　島　幡　司（朝日放送（株）顧問）
　　　　　　　　　  〃  　　　堀　　　三津夫（阪大微生物病研究所教授）
４．大阪癌研究会の活動
　大阪大学では、施設の統合整備の必要性が高まってキャンパスの移転を
1962( 昭和 37) 年から検討していたが、1964 ( 昭和 39) 年に吹田地区への移転
を正式に決定していた。中之島地区にあった微生物病研究所（以下「微研」とい
う。）は、1961 年の第二室戸台風による被害や敷地の狭隘化などもあり、研究














阪癌セミナーは 1965 ( 昭和 40 ) 年 5 月 12 日に開催され、1971 ( 昭和 46 ) 年
（注）挨拶状本文には役員の所属、職名の記載はないが、筆者が記録のため括弧書きを追記した。
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11 月 16 日の第 44 回まで、原則として毎月、大阪科学技術センターを会場とし
て開催された。しかし、経費面などの事情により毎月の開催が不可能となったた
め、1972 年、1973 年は春秋 2 回の開催となり、以後必要に応じての開催となった。
　
　次に企画された事業は、乳癌の集団検診事業である。阪大微研の吹田地区への
移転を契機に、微研附属病院外科及び放射線科の協力を得て、1968 ( 昭和 43) 











1985 ( 昭和 60) 年 4 月に診療所（巡回診療）開設許可申請を行い、その許可を
大阪府知事から得て、収益事業として行われてきた（資料８）。その後、微研病
院が医学部附属病院との統合により廃止されることとなったことや、癌の集団検






























1986 ( 昭和６１) 年度は３名、1987 年度は７名、1988 年度以降は１０～１３




















に沿うよう寄附行為を 1995 ( 平成７) 年９月６日に変更し、「癌に関する研究を
行なうものに対する研究費の援助」と改正している。










1986 ( 昭和６１) 年度に５，０００万円であった基本財産は、1993 ( 平成５) 年





















財団法人法、公益法人認定法、関係法律整備法）」が 2006 ( 平成 18) 年５月２６



























得たうえ、その認可申請書を 2010 ( 平成 22) 年６月７日に文部科学大臣に提出
し、同年６月 21 日に文部科学大臣の認可があった（資料１３）。　




５人が選定された。なお、米澤馨は公益法人への移行予定であった 2011 ( 平成
23) 年４月の直前に急逝したため、定款の附則に記載の評議員氏名には記載され
ていない。


























たため、2007 ( 平成１９) 年２月の理事会及び評議員会で「財団法人大阪癌研究
会活動中期計画」（資料１７）を策定し、2007 年度からの３カ年計画で１億円
の募金活動を行うことになった。しかし、３年間で目標を達成するに至らなかっ















　小林がん学術振興会は、東京都千代田区を事務所として、2006 ( 平成 18) 年











　その後、吸収合併の協議が整い、大阪癌研究会では 2014 ( 平成 26) 年４月
２２日開催の理事会で、小林がん学術振興会では５月１９日開催の理事会でそれ
ぞれ吸収合併の承認が得られたので、同年５月２３日に小林がん学術振興会と合
併契約書及び確認書（資料１９）を締結し、2015 ( 平成 27) 年４月１日に合併
することになった。
　この合併契約書は、双方の評議員会で承認を得ることが必要であるため、大阪
















































































1965( 昭和 40) 年  5 月　
1968( 昭和 43) 年  9 月
1968( 昭和 43) 年 10 月
第１回大阪癌セミナーの開催




1970( 昭和 45) 年
1971( 昭和 46) 年
1973( 昭和 48) 年  5 月  1 日
1977( 昭和 52) 年







1985( 昭和 60) 年  4 月 10 日
　　　　〃　　 年  4 月 12 日




1994( 平成  6) 年  3 月 31 日





2010( 平成 22) 年 11 月 19 日
2011( 平成 23) 年  3 月 18 日
　　　　〃　　 年  4 月  1 日







































平成２２年　6 月 7 日
　　文部科学大臣　殿



























































 定  款     
 
                                                       公益財団法人大阪癌研究会 
 




























































第９条 理事長は、認定法施行規則第 48 条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日 
における公益目的取得財産残額を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。 
 
第 ４ 章 評   議   員 
（評議員） 
第 10 条 この法人に評議員３名以上８名以内を置く。 
 
（評議員の選任及び解任） 
第 11 条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法人 




  イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 
  ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 
  ハ 当該評議員の使用人 
  ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産に 
    よって生計を維持しているもの 
  ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 
  ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にする 




  イ 理事 
  ロ 使用人 
  ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定め
         のあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 
   ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除
         く。）である者 
    ① 国の機関 
    ② 地方公共団体 
    ③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 
    ④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定す
る大学共同利用機関法人 
    ⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 
    ⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、 
     総務省設置法第４条第 15 号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特 

















第 ５ 章 評 議 員 会 
（構成） 
第 14 条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 
 
（権限） 






















第 18 条 評議員会の議長は、当該評議員会において評議員の中から互選により選出する。 
 
（決議） 



















第 ６ 章  役      員 
（役員の設置） 






















































第 28 条 役員に対して、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額
を報酬等として支給することができる。                                               








第 ７ 章  理 事   会 
（構成） 
第 30 条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 
 
（権限） 










第 33 条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 
 
（決議） 
第 34 条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出
 席し、その過半数をもって行う。 










第 ８ 章  定款の変更及び解散 
（定款の変更） 
第 36 条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 
２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第 11 条についても適用する。 
 
（解散） 












第 39 条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、国若 
しくは地方公共団体又は認定法第５条第 17 号に掲げる法人であって租税特別措置法第 40 条 
第１項に規定する公益法人等に該当する法人に贈与するものとする。 
 
第 ９ 章  事 務 局 
（事務局） 





第 1 0 章 公 告 の 方 法 
（公告の方法） 
第 41 条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行う。 
 
第１１章  委 員   会 
（委員会） 




















 理事  宇佐美 通、奥平 雄、清水當尚、田口鐵男、中村仁信 





太田 潤、加藤四郎、小塚隆弘、奈良 ? 








































































































                  
                   （平成２６年 ４月 １日現在） 
役 名 氏 名   現        職  
理 事 長 田口 鐵男 大阪大学名誉教授  
常務理事 中村 仁信 （医）友紘会 彩都友紘会病院長 
理  事  奥平  雄 帝国ホテルクリニック婦人科顧問 
〃 清水 當尚 元大日本製薬（株）相談役 
〃 小林 将之 大鵬薬品工業（株）代表取締役社長 
   
監  事  小松 健男 銀泉（株）特別顧問 
〃 藤田 昌英 大腸がん検診治療研究所所長 
   
評 議 員  小塚 隆弘 市立貝塚病院名誉総長 
〃 奈良  ?  元協和発酵（株）顧問 
〃  ?見 元敞  森 之 宮 ク リ ニ ッ ク 所 長  
〃 奥平 正昭  元 大 阪 大 学 産 業 科 学 研 究 所 事 務 部 長  
     
